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戸田市指名競争入札参加者等選定基準 

平成２９年１２月１２日市長決裁 

（目的）  

第１条 この基準は、戸田市契約規則（平成元年規則第１４号）第１８条第

１項に規定する、市が執行する指名競争入札に参加させようとする者（以

下「入札参加者」という。）及び市が執行する工事の請負契約の入札に参

加する者に必要な戸田市建設工事等入札参加資格に関する規則（平成２５

年規則第６号）第８条第１項の規定により区分された格付けの等級（以下

「等級」という。）の選定に関する事項を定めることにより、契約の適正

かつ公平な執行を図ることを目的とする。 

（契約の種類） 

第２条 この基準の対象となる契約は、次に掲げるものとする。 

(1) 工事又は製造の請負 

(2) 財産の買入れ 

(3) 物件の借入れ 

(4) 財産の売払い 

(5) 物件の貸付け 

(6) 前各号に掲げるもの以外のもの 

（入札参加者の選定） 

第３条 入札参加者の選定に当たっては、戸田市建設工事等入札参加資格に

関する規則又は戸田市物品購入等入札参加資格に関する規則（平成２５年

規則第１９号）に定める入札参加資格に関する審査を受け、資格者名簿に

登載された者（以下「有資格者」という。）について、次の各号に掲げる

事項に留意し、発注しようとする工事又は製造の請負、財産の買入れその

他の契約（以下「発注契約」という。）における適格性に基づき判断する

ものとする。 

(1) 不誠実な行為の有無 

(2) 経営及び信用状況 

(3) 履行成績又は履行実績 

(4) 指名及び受注の状況 

(5) 専業性及び技術的適性 

(6) 履行能力 

(7) 地理的条件 

(8) 安全管理及び労働福祉の状況 

(9) 登録、許可、免許等の資格 
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２ 前項の選定を行う場合において、次の各号に該当する有資格者があると

きは、優先して選定することができる。 

(1) 市内に本店を有する者 

(2) 市内に支店、営業所その他営業活動の拠点を有する者 

(3) 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和４１

年法律第９７号）に基づく中小企業者 

３ 第１項の選定を行う場合において、発注契約と契約内容等を同一とする

直近の契約があるときは、当該直近の契約の入札参加者のうち、入札結果

の順位が入札参加者全体の下位おおむね３割の者（無効及び辞退を含む）

は選定せず、他の有資格者と入れ替えるものとする。ただし、第４条第 1

項に定める指名競争入札に参加させるため指名する業者の数（以下「指名

業者数」という。）を満たすことができない場合は、この限りでない。 

（指名業者の数） 

第４条 指名業者数は、発注契約の種類及びその設計額に応じて、別表１か

ら別表９までに定めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、発注契約の内容が次の各号のいずれかに該当

するときは、指名業者数を減ずることができる。 

(1) 特殊な財産を購入設置又は借入れするとき。 

(2) 契約の履行に特殊若しくは高度な工法又は技術を必要とするとき。 

(3) 契約の性質又は目的により前項に規定する指名業者数を確保するこ

とが困難なとき。 

(4) 特に市長が必要と認めたとき。 

 （指名の取り消し） 

第５条 発注契約の入札執行前において、入札参加者について第３条第１項

各号に掲げる事項に関し、不適切な事実が生じた場合は、当該入札参加者

の指名を取り消すものとする。 

（指名の制限） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する入札参加者は、指名することができ

ない。 

(1) 既契約の履行において、監督員又は検査員の適正な職務の遂行を妨

げた者 

(2) 既契約の成績が不良な者及び下請負施工等の管理が不適切な者 

(3) 適正な指示に従わない等の不誠実な行為がある者 

(4) 関係行政機関等からの情報により契約の相手方として不適当と判断

される者 
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 （等級の選定） 

第７条 工事の請負契約の入札に参加する者に必要な等級の選定に当たっ

ては、別表１０に定めるところにより、発注する工事の種類に応じて、対

象工事の設計額の区分ごとに等級欄に定める等級又はその上位の等級か

ら選定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する工事の場合

は、別表第１０に掲げる対象工事の設計額の区分に対応した等級又はそ

の上位若しくは下位の等級を選定することができる。 

(1) 特別の技術を要する工事 

(2) 緊急を要する災害等の復旧に関する工事 

(3) 施工箇所付近において密接な関連のある工事が直近若しくは現に施

工されている工事 

(4) 特に市長が必要と認めた工事 

（入札に関する規定の準用） 

第８条 地方自治法施行令第１６７条の２第１項の規定に基づく随意契約

による場合の契約の相手方の選定については、この基準を準用する。 

附 則 

この基準は、平成２９年１２月１２日から施行する。 

附 則 

この基準は、令和８年４月１日から施行する。
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別表１（第４条関係） 

【工事の請負】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

９,０００万１円以上  １０者以上 

５,０００万１円以上 ９,０００万円以下 ８者以上 

１,５００万１円以上 ５,０００万円以下 ７者以上 

５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

１００万１円以上 ５００万円以下 ５者以上 

 １００万円以下 ２者以上 

 

別表２（第４条関係） 

【製造(印刷製本、特殊自動車、彫像の製作等)の請負】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

１,５００万１円以上  ７者以上 

 ５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 ２００万１円以上 ５００万円以下 ５者以上 

 ５０万１円以上 ２００万円以下 ３者以上 

 １０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 

 

別表３（第４条関係） 

【財産(消耗品、医薬材料、原材料、備品)の買入れ】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

１,５００万１円以上  ７者以上 

５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 １５０万１円以上 ５００万円以下 ５者以上 

 ５０万１円以上 １５０万円以下 ３者以上 

 １０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 

 

 

 

 



5 

別表４（第４条関係） 

【物件の借入れ(賃貸借、リース)】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

５,０００万１円以上  ８者以上 

１,５００万１円以上 ５,０００万円以下 ７者以上 

 ５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 ２００万１円以上 ５００万円以下 ４者以上 

 ５０万１円以上 ２００万円以下 ３者以上 

 １０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 

 

別表５（第４条関係） 

【財産の売払い】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

１,５００万１円以上  ７者以上 

５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 １５０万１円以上 ５００万円以下 ５者以上 

 ５０万１円以上 １５０万円以下 ３者以上 

 １０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 

 

別表６（第４条関係） 

【物件の貸付け】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

５,０００万１円以上  ８者以上 

１,５００万１円以上 ５,０００万円以下 ７者以上 

 ５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 ２００万１円以上 ５００万円以下 ４者以上 

 ５０万１円以上 ２００万円以下 ３者以上 

 １０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 
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別表７（第４条関係） 

【業務委託、手数料(労働者派遣契約に限る。)】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

５,０００万１円以上  ８者以上 

１,５００万１円以上 ５,０００万円以下 ７者以上 

 ５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 ２００万１円以上 ５００万円以下 ４者以上 

 ５０万１円以上 ２００万円以下 ３者以上 

 １０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 

 

別表８（第４条関係） 

【修繕】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

５,０００万１円以上  ８者以上 

１,５００万１円以上 ５,０００万円以下 ７者以上 

 ５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 ２００万１円以上 ５００万円以下 ４者以上 

 ５０万１円以上 ２００万円以下 ３者以上 

１０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 

 

別表９（第４条関係） 

【別表２から８に掲げるもの以外のもの(手数料(労働者派遣契約を除く。)、保険料等) 】 

設  計  額 （ 消 費 税 及 び地 方 消 費 税 含 む。） 指 名 業 者 数 

５,０００万１円以上  ８者以上 

１,５００万１円以上 ５,０００万円以下 ７者以上 

 ５００万１円以上 １,５００万円以下 ６者以上 

 ２００万１円以上 ５００万円以下 ４者以上 

 ５０万１円以上 ２００万円以下 ３者以上 

１０万１円以上 ５０万円以下 ２者以上 

 １０万円以下 １者以上 
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別表１０（第７条関係） 

 工  事  の  種  類 

土木一式工事 建築一式工事 舗装工事 
電気工事 

管 工 事 
その他 

等 

 

 

 

級 

Ａ ２億５千万円以上 ３億円以上 １億５千万円以上 １億５千万円以上 
 

その都度 

 

 

市長が 

 

 

定める 

Ｂ 
２億５千万円未満 

１億５千万円以上 

３億円未満 

１億５千万円以上 

１億５千万円未満 

８千万円以上 

１億５千万円未満 

８千万円以上 

Ｃ 
１億５千万円未満 

９千万円以上 

１億５千万円未満 

９千万円以上 

８千万円未満 

５千万円以上 

８千万円未満 

５千万円以上 

Ｄ 
９千万円未満 

３千万円以上 

９千万円未満 

３千万円以上 

５千万円未満 

２千万円以上 

５千万円未満 

２千万円以上 

Ｅ ３千万円未満 ３千万円未満 ２千万円未満 ２千万円未満 

※表中の金額は、対象工事の設計額(消費税及び地方消費税含む。) 


